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身体活動ならびに知的活動の増加が高齢者の認知機能に及ぼす影響

東京都杉並区における在宅高齢者を対象とした認知症予防教室を通じて
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目的 本研究目的は，在宅高齢者における身体活動ならびに知的活動の増加による改善効果を明ら

かにし，認知機能の向上との関連を明確にすることである。このことによって，認知症予防教

室の持つべき要素を検討する基礎資料としたい。

方法 東京都杉並区では，2007年度同区の高齢者を対象に，「歩く！好奇心教室」を開催した。本

健康教室では，ウォーキングを通じた身体活動の増加と，携帯電話の機能を覚えて使いこなす

ことによる知的活動の賦活などを行った。本教室は区内 4 地域で開催され，合計で61人の在宅

高齢者が 7 週間の教室に参加した。本研究では介入期間中の 1 日平均歩数の変化量を身体活動

の指標とし，携帯電話のカメラ機能による写真の撮影枚数と，インターネットの地図上に写真

とコメントを表示できる情報共有システム（略称“Dress”）に投稿した枚数のそれぞれを知的

活動の指標とした。分析対象者は調査が完了した37人で，身体活動ならびに知的活動の増加を

多寡別に多かった群と少なかった群に分けた上で，各測定項目の変化量との関連性を Mann-
Whitney の U 検定を用いて比較した。その後，これらの間に分析に用いた交絡要因の影響と

は独立した関連性があるのかどうかを，基本的な属性を調整した重回帰分析で検討した。

結果 本教室における身体活動の増加が多かった群は少なかった群に比べ，通常歩行速度，最大歩

行速度の変化量が大きく，これらの間には独立した関連性がみられた。身体活動の増加は身体

機能の変化との間に独立した関連性があることが示唆されたが，認知機能の変化との間には関

連がみられなかった。知的活動の指標とした携帯カメラ撮影枚数が多かった群は少なかった群

に比べ，体重，BMI, TMT 課題 B 所要時間，コーピング尺度（問題焦点型得点）の変化量が

大きく，体重，BMI, TMT 課題 B 所要時間の変化量との間には独立した関連性がみられた。

また，Dress 投稿枚数が少なかった群は多かった群に比べ，コーピング尺度（回避型得点）の

変化量が大きく，この間には独立した関連性がみられた。知的活動の増加は認知機能ならびに

心理的機能の変化に寄与することが示唆された。

結論 地域在宅高齢者の認知機能の改善を目的とした健康教室においては，身体活動の増加のみで

なく，知的活動の賦活にも力点を置いた内容とする必要があると考えられる。

Key words：高齢者，認知症，予防教室，身体活動，知的活動

Ⅰ 緒 言

人口の高齢化が進むわが国において，何らかの介

護・支援を必要とする認知症高齢者の数は2002年の

約150万人から2015年に250万人に，2025年には323
万人になると見込まれている1)。認知症は，後天的

な脳疾患の慢性症状として，知能，記憶，判断，抽

象能力，注意力，思考，理解，言語等の高次の精神

機能障害が出現し，日常生活に支障をきたす病態2)

であり，長期にわたる病理的な脳の変化によって引

き起こされる疾患3)である。こうした状況の中，認

知症高齢者に対する非薬物療法として音楽療法や美

術療法，運動療法の有効性が報告4)されているが，

在宅高齢者に対して認知症の予防を図った報告は未
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表１ 健康調査および教室内容

地 域

A
(n＝19)

B
(n＝13)

C
(n＝14)

D
(n＝15)

健康調査

事前調査 ― ◯ ― ◯

(観察期間) ― 5 週間 ― 3 週間

教室開始前調査 ◯ ◯ ◯ ◯

(介入期間) 7 週間 7 週間 7 週間 7 週間

教室終了後調査 ◯ ◯ ◯ ◯

教室内容

身体活動（1 日平均
歩数の増加)

◯ ◯ ◯ ◯

認知的活動
(携帯カメラ撮影)

◯ ◯ ◯ ◯

(Dress 撮影) ― ◯ ◯ ◯

◯：あり/―：なし
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だ十分ではない。認知症に移行するまでの病理変化

の時間を考えると，健康な高齢者においても早期の

段階からの取り組みが効果的であると考えられてお

り，学術的に根拠のある方法に基づいた認知症の予

防方法3)の確立が急務となっている。

近年は，脳の予備力は認知症の病変に耐えうると

いう仮説（Cognitive Reserve Hypothesis）から3,5～7)，

高齢期の認知症を予防する方策の一つとして，認知

機能を高い水準に保つことによる認知症発症の遅延

化3)が提案されている。成体マウスを用いた実験で

は，刺激の多い環境によって認知機能に関わる脳領

域で新たな神経細胞やシナプスが形成されるといっ

た神経機能の向上が報告されており8～10)，ヒトでも

トレーニングを通じた神経可塑性によって認知機能

の向上が図られている。その活動内容は生理的アプ

ローチと認知的アプローチの二つに大別することが

でき3)，前者は有酸素運動といった身体活動による

前頭前野や海馬の血流の促進，後者は近年注目を集

めている脳トレーニングといった知的活動による神

経ネットワークの強化である。

実際に，身体活動と認知機能との関連を報告した

先行研究によると，歩行運動により高齢者の前頭葉

機能テストの結果が改善するという報告11)や，身体

活動により記憶の低下がみられる成人の認知機能テ

ストが改善するという報告12)がみられる。また，知

的活動と認知機能との関連については，認知トレー

ニングにより高齢者の認知機能が改善するという報

告13,14)や，計算や音読課題の遂行により痴呆性高齢

者の認知機能が維持するという報告15)がみられ，身

体活動ならびに知的活動が認知機能の向上に有効で

あることが窺える。

しかし，身体活動と知的活動のそれぞれの効果は

報告されているものの，両方を同時に検討した研究

はなされておらず，どちらの活動が認知機能の向上

により効果的であるかは未だ不明である。そこで我

々は，東京都杉並区と共同で，身体活動と知的活動

の両方の要素を取り入れた認知症予防教室を開催し

た。これは，一般公募により集まった在宅高齢者61
人を対象に週 1 回の健康教室（以下，教室）を開催

し，7 週間の教室開催期間内で身体活動ならびに知

的活動を増加させることで認知機能の向上を図ろう

とする内容であった。本研究は，この認知症予防教

室で得られたデータを用いて在宅高齢者における身

体活動ならびに知的活動の増加による改善効果を明

らかにし，認知機能の向上との関連を明確にするこ

とを目的とした。このことによって，現在地域支援

事業などで実践されている地域在宅高齢者を対象と

した認知症予防教室の持つべき要素を検討する基礎

資料としたい。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 認知症予防教室の内容と対象者

東京都杉並区では，2007年度同区の65歳以上の住

民を対象に，認知症予防事業「さびない！知的好奇

心応援教室」の一環として「歩く！好奇心教室」を

開催した。本教室では，認知症に効果的であると考

えられているウォーキングを通じた身体活動の増加

と，携帯電話の機能を覚えて使いこなすことによる

知的活動の賦活，教室参加への動機付けとして地域

マップの作成によるグループワークの推進を図っ

た。本教室終了後は参加者が自主的に活動を継続す

ることを事前に計画していた。本教室は杉並区内の

4 地域（A～D 地域）で開催され，杉並区介護予防

課主催のもと各地域の地域包括支援センターがその

運営を担った。東京都健康長寿医療センター研究所

社会参加と地域保健研究チームは，本教室の実施協

力，参加者の健康調査および評価分析を同区介護予

防課より委託され実施した。本教室参加者は杉並区

区報によって一般公募され，2007年 5 月から同年12
月の間に61人（A：19人，B：13人，C：14人，D：

15人）の区内在住高齢者が開催期間 7 週間の教室に

参加した（平均教室参加率89.2％）。本教室は週に

1 回 2 時間程度開催され，参加者が日常的に認知症

予防を実践するために，始めの 4 回の教室で歩数計

や携帯電話のカメラ機能の使用トレーニングを行

い，残りの 3 回の教室で歩数計や携帯電話で撮影し

た写真の情報を活用しながら地域マップの作成を行

った。健康調査は，4 地域で教室開始前と教室終了

後に行った。また，調査の繰り返しによる影響を考

慮するために，教室開始以前に 2 地域で事前調査を

行い，観察期間を設定した（表 1）。以下に，本教
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室で取り入れた身体活動ならびに知的活動の評価方

法を示す。

1) 身体活動

身体活動は，1 日平均歩数により評価した。測定

は歩数計（オムロンヘルスカウンター HJ-710IT）

を用いて教室開始前の12日間，および介入期間の 7
週間を継続して行った。それぞれで測定できた歩数

を合算し，測定できた日数で除した値を 1 日平均歩

数とした。また，それぞれの 1 日平均歩数の差を本

教室でみられた 1 日平均歩数の変化量とし，本研究

では 1 日平均歩数の変化量を身体活動の指標とした。

2) 知的活動

本教室では，知的活動として高齢者の関心が高い

情報技術機器である携帯電話を取り入れた。平成19
年末の携帯電話の利用率は，65–69歳で62.9％，

70–79歳で33.5％，80歳以上で12.3％であり，これ

らの全ての世代で近年増加傾向を示している16)。携

帯電話は固定電話や直接会話の代替手段としてだけ

ではなく，独自の機能を生かして高齢者のコミュニ

ケーションの手段として期待されている17)。携帯電

話の機能の一つであるカメラ機能は，写真撮影の際

に周りの安全状況の確認や適切な撮影位置の考察を

必要とし，これは認知症予防に必要なエピソード記

憶と注意分割の機能，計画力を刺激する要素3)を含

んでいると考えられる。そこで，本教室ではプログ

ラムに携帯電話を導入し，携帯電話（FOMA,
SH903i）のカメラ機能による写真の撮影を知的活

動として評価した。また，本教室では複雑な知的活

動として，携帯電話で撮影した写真に GPS 機能に

よる位置情報とコメントを付けて投稿することで，

インターネットの地図上に写真とコメントを表示で

きる情報共有システム18)（略称“Dress”；NTT サ

イバーソリューション研究所開発）も同時にプログ

ラムに取り入れた。携帯電話のカメラで撮影した写

真の枚数（以下，携帯カメラ撮影枚数），および撮

影した写真を情報共有システムに投稿した枚数（以

下，Dress 投稿枚数）を教室終了後に調査し，介入

期間中のそれぞれの枚数（0 枚，1–10枚，10–20枚，

20枚以上）を知的活動の指標とした。

2. 調査項目

本研究では，性別，年齢，身長，体重，体格指数

（Body Mass Index; BMI），最終学歴，現住所居住

年数，同居家族の有無，仕事の有無，暮らし向き，

主観的健康感，疾患の既往歴，安静時血圧（収縮

期，拡張期），握力，歩行速度（通常歩行速度・歩

幅，最大歩行速度・歩幅），開眼片足立ち時間，外

出頻度，高次生活機能（老研式活動能力指標），老

人用うつ尺度短縮版（Geriatric Depression Scale

Short-version; GDS 短縮版），簡易認知機能検査

（Mini-Mental State Examination; MMSE），語想起

検査（意味・音韻），トレールメイキング検査

（Trail Making Test; TMT 課題 A・B），コーピング

尺度（問題解決型，情緒解決型，回避型），1 日平

均歩数，携帯カメラ撮影枚数，Dress 投稿枚数を調

査した。

最終学歴は，「学校には行かなかった」，「旧制尋

常小・新制小」，「旧制高等小・新制中」，「旧制中・

新制高」，「旧制専門・短大」，「大学」，「大学院」，

「その他」で質問し，回答を得た。

主観的健康感は，現在の健康状態を「非常に健康

だと思う」，「まあ健康な方だと思う」，「あまり健康

ではない」，「健康ではない」の 4 段階で質問し，回

答を得た19)。

疾患の既往歴は，高血圧，高脂血症，脳卒中，心

疾患，糖尿病，関節炎，大腿骨骨折，慢性閉塞性肺

疾患のそれぞれについて，医師による診察経験の有

無を質問し，回答を得た。それぞれの質問におい

て，ありの回答が 2 つ以上あったものを共通罹患あ

り，2 つ未満のものを共通罹患なしとした20,21)。

握力は，スメドレー式握力計を用いて利き手で 2
回測定し，大きい値を代表値とした。歩行速度は，

あらかじめ 3 m と 8 m の地点にテープで印をつけ

た11 m の歩行路の上を直線歩行し，3 m と 8 m 地

点の間（5 m）の歩行に要した時間から歩行速度

（m/分）を算出した。通常歩行はいつも歩いている

速さで，最大歩行はできるだけ早く歩くように対象

者に指示した。各々測定した歩数と歩行距離より歩

幅（cm）を算出した。なお，通常歩行は 1 回，最

大歩行は 2 回測定し，良い方の値を採用した。開眼

片足立ち時間はストップウォッチを用いて最大60秒
まで秒単位で 2 回測定し，大きい値を代表値とし

た22)。

老研式活動能力指標23,24)は，東京都老人総合研究

所にて地域高齢者における手段的自立，知的能動

性，社会的役割に対応した高次の生活機能を評価す

るために開発された尺度である。

MMSE は，全般的認知機能の簡易検査および認

知症のスクリーニングテストとして世界で最も広く

用いられている。11項目の質問により構成され，全

項目の合計点（最高30点）を評価した15,25)。

語想起検査は，同じ意味カテゴリーに属する単語

や同じ音韻カテゴリーに属する単語をそれぞれ 1 分

以内にできるだけ多く挙げてもらう認知機能検査で

あり，失語症の判定や前頭葉の働きを調べる方法と

して用いられている。本調査では意味カテゴリーと

して動物の名前，音韻カテゴリーとして「か」で始
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まる単語を採用し測定した。意味カテゴリーと音韻

カテゴリーにおける算出語数をそれぞれ合計し，語

想起検査得点とした26,27)。

TMT は，前頭葉認知機能検査として使用され，

将来アルツハイマー型認知症に移行する正常高齢者

を弁別するのに有効な検査であることが報告されて

いる3,28)。また，認知障害の評価や脳血管障害にお

けるリハビリテーションの効果判定としても活用さ

れている。TMT は課題 A と課題 B からなり，課

題 A では A4 大の用紙に散在する「1～25」の数字

を順に線で繋ぐ。課題 B では同じ大きさの紙に「1
～13」の数字と，「あ～し」の12の平仮名が散在し

ており，これを「1–あ–2–い…」のように交互に線

で繋ぎ，それぞれの所要時間を測定するものであ

る。課題 A・B ともに所要時間が長い場合には，情

報処理能力や注意力といった認知機能が低下してい

ることが示唆される。また，複雑な情報処理を行う

能力を評価する尺度として，課題 A と課題 B の所

要時間の差を算出した。

コーピング尺度は，ストレッサーを処理しようと

して意識的に行われる認知的努力と定義されてお

り，尾関の開発した尺度を使用した29)。この尺度は

全部で14の設問があり，認知症の不安に対する問題

解決型対処，情緒解決型対処，回避型対処という 3
つの下位尺度を得点化した。積極的な対処である問

題解決型と情緒解決型は，得点が高いほど認知症の

不安といったストレス状況に対して用いうる対処行

動の量が大きく良好であり，消極的対処である回避

型は高いほど対処として問題があるとされている。

3. 分析方法

本研究の分析対象者は，認知症予防教室に参加し

た61人のうち，いずれかの調査データが欠損してい

た者 8 人を除く53人であった。介入前後でみられた

各測定項目の変化を分析するために，教室開始前と

教室終了後の測定値を用いて Wilcoxon の符号付順

位検定を行った。調査の繰り返しによる影響の検定

は，観察期間を設定した 2 地区28人でいずれかの

データが欠損していた者 3 人を除く25人を分析対象

とし，事前調査と教室開始前の測定値を用いて同様

の検定を行った。

本教室でみられた身体活動ならびに知的活動と各

測定項目との関連性の分析は，上記の分析対象者53
人のうち，Dress を使用しなかった A 地区16人を除

く37人を対象とした。分析はまず，本教室でみられ

た身体活動ならびに知的活動をそれぞれ多寡別に中

央値で 2 群化し（1 日平均歩数の変化量≧900歩，

＜900歩。携帯カメラ撮影枚数≧20枚，＜20枚。

Dress 投稿枚数＞0 枚，0 枚），それぞれの活動が多

かった群と少なかった群に分けた上で，介入前後の

各測定項目の変化量を Mann-Whitney の U 検定を

用いて比較した。

その後，本教室における身体活動ならびに知的活

動と各測定項目の変化量との間で，分析に用いた交

絡要因の影響とは独立した関連性を分析するために

重回帰分析を行った。その際，各測定項目の変化量

を従属変数，身体活動ならびに知的活動が多かった

群・少なかった群を独立変数とし，調整変数には性

別，年齢，学歴，共通罹患の有無，教室開始前の携

帯電話使用経験の有無，教室開始前の従属変数の測

定値を投入した。多重共線性は，調整変数として投

入する全ての変数間で相関係数を確認し，相関係数

の絶対値が0.5よりも大きい変数についてはモデル

の説明力をみながらどちらか一方を選択した。全て

の統計解析には SPSS 17 J for Windows を使用し，

P＜0.05を統計的有意水準，0.05≦P＜0.10を傾向あ

りとした。

4. 倫理的配慮

本研究は，事前に東京都老人総合研究所倫理委員

会の承認（平成19年 5 月18日）を得た。教室参加希

望者に対しては「歩く！好奇心教室」の説明会を開

催した時点で書面と口頭により教室の目的を説明

し，文書による同意が得られたものを教室参加者と

した。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 対象者の基本特性

分析対象者53人のうち，女性は41人（77.4％）で

あった。平均年齢（標準偏差）は74.3歳（5.0）で

あった。現住所居住年数は10年以上のものは47人
（88.7％）で，一人暮らしのものは11人（20.8％）

であった。暮し向きは「ふつう」，「どちらかという

とゆとりがある」，「大変ゆとりがある」のいずれか

に回答したものが52人（98.1％）で，主観的健康感

は「まあ健康な方だと思う」，「非常に健康だと思う」

のいずれかに回答したものが46人（86.8％）であっ

た。疾患既往歴を持つものは，高血圧が 22人
（41.5％），高脂血症が19人（35.8％），心疾患が13
人（24.5％），慢性閉塞性肺疾患が 3 人（5.7％）で，

2 つ以上の既往歴を有する共通罹患者は 23人
（43.4％）あった。外出頻度は 1 日 1 回以上のもの

が48人（90.6％）で，老研式活動能力指標得点が12
点以上のものが47人（88.7％）であった。GDS 短

縮版得点は 6 点以上のものが 9 人（17.0％）で，

MMSE 得点は25点以下のものが 3 人（5.7％）であ

った（表 2）。
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表２ 対象者の基本特性

項 目 カテゴリー
全対象者(％)

n＝53

人口社会学的属性

女性 41(77.4)
年齢 平均年齢（SD) 74.3( 5.0)
年齢階級 65–69歳 10(18.9)

70–74歳 15(28.3)
75–79歳 20(37.7)
80歳以上 8(15.1)

最終学歴 旧制尋常小・新制小 1( 1.9)
旧制高等小・新制中 2( 3.8)
旧制中・新制高 29(54.7)
旧制専門・短大・大学 21(39.6)

現住所居住年数 10年未満 6(11.3)
10年以上 47(88.7)

一人暮らし 11(20.8)
仕事をしている 8(15.1)
暮し向き ふつう～大変ゆとりが

ある
52(98.1)

どちらかというと苦し
い

1( 1.9)

主観的健康感 まあ健康～非常に健康 46(86.8)
あまり健康ではない 7(13.2)

疾患既往歴あり 高血圧 22(41.5)
高脂血症 19(35.8)
脳卒中 1( 1.9)
心疾患 13(24.5)
糖尿病 3( 5.7)
関節炎 15(28.3)
大腿骨骨折 0( 0 )

慢性閉塞性肺疾患 3( 5.7)
共通罹患≧2 23(43.4)

外出頻度 毎日 1 回以上 48(90.6)
老研式活動能力指
標得点

11点以下 6(11.3)
12点以上 47(88.7)

GDS 短縮版得点 5 点以下 44(83.0)
6 点以上 9(17.0)

MMSE 得点 25点以下 3( 5.7)
26点以上 50(94.3)

GDS 短縮版：Geriatric Depression Scale 短縮版（老人

用うつ尺度)

MMSE：Mini-Mental State Examination（簡易認知機

能検査）
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2. 認知症予防教室でみられた各測定項目の変化

本教室開始前と終了後に測定した各測定項目を比

較したところ，収縮期血圧，通常歩行速度・歩幅，

最大歩行歩幅においてそれぞれ有意な改善がみられ

（Wilcoxon の符号付順位検定，P＜0.05），体重，語

想起得点（音韻），TMT 課題 B 所要時間において

改善傾向がみられた（P＜0.10）。また，コーピン

グ尺度（回避型得点）は有意な低下がみられた。

繰り返し測定による影響をみるために，事前調査

と教室開始前の各測定項目を比較したところ，

TMT 課題 B 所要時間において有意な差がみられ，

最大歩行速度において差の傾向がみられた（Wil-
coxon の符号付順位検定，P＜0.10）（表 3）。
3. 本教室における身体活動ならびに知的活動の

増加

本教室の介入期間中に，1 日平均歩数（標準偏差）

は6,334歩（2,713）から7,372歩（2,496）に有意な

増加がみられ（Wilcoxon の符号付順位検定，P＜

0.01），身体活動の指標とした 1 日平均歩数の変化

量の中央値は894歩であった。知的活動の指標とし

た携帯カメラの撮影枚数は，1～10枚のものが 7 人

（18.9％），10～20枚のものが19人（51.4％），20枚
以上のものが11人（29.7％）であった。Dress 投稿

枚数は 0 枚のものが13人（35.2％），1～10枚のもの

が15人（40.5％），10～20枚のものが 5 人（13.5％），

20枚以上のものが 4 人（10.8％）であった。

4. 本教室における身体活動ならびに知的活動と

各測定項目との関連

本教室における身体活動ならびに知的活動の増加

の多寡と，教室前後の各測定項目の変化量を比較し

たところ，身体活動の増加が多かった群は少なかっ

た群に比べ，通常歩行速度，最大歩行速度の変化量

が大きい傾向がみられた（Mann-Whitney の U 検

定，P＜0.10）。また，知的活動の指標とした携帯カ

メラ撮影枚数が多かった群は少なかった群に比べ，

体重，BMI の変化量が有意に大きく（P＜0.05），

TMT 課題 B 所要時間，コーピング尺度（問題焦点

型得点）の変化量が大きい傾向がみられた（P＜

0.10）。Dress 投稿枚数が少なかった群は多かった群

に比べ，コーピング尺度（回避型得点）の変化量が

大きい傾向がみられた（P＜0.10）（表 4）。
5. 身体活動ならびに知的活動と各測定項目との

間の独立した関連性

本教室における身体活動ならびに知的活動の増加

の多寡との間に関連がみられた各測定項目の変化量

について，それらの独立した関連性を検討するため

に重回帰分析を行った。交絡要因として考えられる

基本的な属性を調整して分析を行った結果，身体活

動の増加の多寡は，通常歩行速度，最大歩行速度の

変化量との間に独立した関連性がみられた（P＜

0.05）。知的活動の指標とした携帯カメラ撮影枚数

の多寡は，体重，BMI, TMT 課題 B 所要時間の変

化量との間にそれぞれ独立した関連性がみられ（P
＜0.05），Dress 投稿枚数の多寡は，コーピング尺度

（回避型得点）の変化量との間に独立した関連性が
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表３ 事前調査および認知症予防教室前後における測定値の比較

事前調査
（n＝25)

観察期間
*P-value

教室開始前
（n＝53)

介入期間
**P-value

教室終了後
（n＝53)

身長（cm) 152.9±7.0 0.13 154.2±7.5 0.54 154.2±7.4
体重（kg) 53.2±10.2 0.26 53.7±10.8 0.06 53.5±10.8
BMI（kg/m2) 22.6±3.3 0.88 22.4±3.4 0.11 22.4±3.4
収縮期血圧（mmHg) 138.0±21.2 0.27 134.6±18.6 0.02 129.8±17.6
拡張期血圧（mmHg) 79.0±12.2 0.27 77.7±12.1 0.16 75.4±9.4
握力（kg) 23.7±5.3 0.34 24.3±5.7 0.29 24.6±6.2
通常歩行速度（m/分) 85.4±10.2 0.86 84.9±12.2 0.01 88.9±13.0
通常歩行歩幅（cm) 65.8±7.5 0.73 67.3±7.1 0.02 69.2±7.8
最大歩行速度（m/分) 115.3±14.0 0.05 118.9±17.8 0.15 121.0±17.9
最大歩行歩幅（cm) 74.5±7.3 0.90 76.9±9.3 0.01 79.0±9.2
開眼片足立ち時間（秒) 35.2±23.5 0.50 38.1±23.9 0.84 37.9±23.7
老研式活動能力指標得点 12.2±1.0 1.00 12.5±0.9 0.31 12.4±1.0
GDS 短縮版得点 3.0±2.7 1.00 3.1±2.5 0.48 3.0±2.6
MMSE 得点 29.1±1.2 0.13 29.2±1.4 0.52 29.4±1.1
語想起得点・意味 19.6±5.2 0.13 18.8±5.7 0.68 19.1±5.2
語想起得点・音韻 11.8±4.6 0.56 11.2±3.7 0.05 12.2±4.1
TMT・A 所要時間 42.6±10.1 0.19 45.0±17.7 0.11 42.8±15.0
TMT・B 所要時間 140.2±50.2 0.03 128.3±59.6 0.09 120.4±56.5
TMT・B－A 所要時間 97.6±47.6 0.11 83.3±51.7 0.25 77.6±48.8
コーピング尺度・問題焦点型得点 8.6±3.3 0.49 8.9±2.8
コーピング尺度・情緒解決型得点 7.2±2.1 0.31 7.0±1.8
コーピング尺度・回避型得点 8.8±3.5 0.02 10.4±3.8

数値は平均値±標準偏差を示す

* 事前調査（n＝25）と教室開始前（n＝25，データは掲載せず）における Wilcoxon の符号付順位和検定

** 教室開始前（n＝53）と教室終了後（n＝53）における Wilcoxon の符号付順位検定

BMI：Body Mass Index（体格指数)

GDS 短縮版：Geriatric Depression Scale 短縮版（老人用うつ尺度)

MMSE：Mini-Mental State Examination（簡易認知機能検査)

TMT：Trail Making Test（トレールメイキング検査)
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みられた（P＜0.05）（表 5）。

Ⅳ 考 察

本研究では，地域在宅高齢者を対象とした認知症

予防教室で得られたデータを用いて，身体活動なら

びに知的活動の増加と認知機能の変化との関連につ

いて分析を行った。地域在宅高齢者における認知機

能の変化について身体活動と知的活動の両面から同

時に検討した報告は少なく，実践的な健康教室を通

じた報告は現在までほとんどない。近年，増加の一

途を辿る認知症高齢者や，認知症予防に関心を寄せ

る地域在宅高齢者を対象とした認知症予防教室の内

容の見直しを図るために，認知機能の改善により効

果的な活動内容を明らかにしておくことが重要であ

る。

本教室の解析対象者は，約 8 割が女性で平均年齢

が74.3歳であった。約 8 割のものが現住所に10年以

上居住し，2 人以上で暮らしていた。また，暮らし

向きや主観的な健康感が良いと感じているものが約

9 割と多かったことから，現在の生活に余裕がある

ものが多いことが窺える。外出頻度は約 9 割のもの

が 1 日 1 回以上であり，高次生活機能である老研式

活動能力指標の平均値は12.5点と，古谷野らが全国

高齢者サンプルに対して実施した調査23)の平均点で

ある10.8点よりも高かったことから，生活機能の自

立度の高い高齢者が多いと考えられる。GDS 短縮

版得点が 6 点以上のものが 9 人みられ，MMSE 得

点が25点以下のものが 3 人みられたが，本教室の参

加には問題はなかった。よって，本教室の解析対象

者は，心身機能や社会機能の比較的高い地域在宅高

齢者の集団であると考えられる。

本教室の結果，体重，収縮期血圧，歩行速度，歩

行歩幅などの身体機能の改善に加え，語想起得点

（音韻）や TMT 課題 B 所要時間といった認知機能
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表４ 身体活動ならびに知的活動の増加の多寡と各測定項目の変化量との関連

身体活動（n＝37)*
1日平均歩数の増加

知的活動（n＝37)*
携帯カメラ撮影枚数

知的活動（n＝37)*
Dress 投稿枚数

教室前後の変化量
（教室終了後

－教室開始前)

多かった群
（≧900歩)

n＝18
（48.6％)

少なかった群
（＜900歩)

n＝19
（51.4)

*P-
value

多かった群
（≧20枚)

n＝11
（29.7)

少なかった群
（＜20枚)

n＝26
（70.3)

*P-
value

多かった群
（＞0 枚)

n＝24
（64.8)

少なかった群
（0 枚)
n＝13

（35.2)

*P-
value

体重（kg) －0.2±0.8 －0.2±0.7 0.94 －0.7±0.6 0±0.7 0.01 －0.1±0.8 －0.4±0.5 0.12
BMI（kg/m2) －0.1±0.4 －0.1±0.4 0.86 －0.4±0.3 0±0.4 0.01 －0.1±0.5 －0.2±0.3 0.20
収縮期血圧

（mmHg)
－4.1±13.9 －3.9±8.7 1.00 －8.1±9.8 －2.3±11.8 0.14 －4.0±12.2 －3.9±10.3 1.00

拡張期血圧
（mmHg)

－3.1±11.3 －1.8±7.4 0.54 －4.2±10.8 －1.7±8.8 0.60 －4.2±10.1 0.8±7.0 0.19

握力（kg) －0.5±2.1 0±1.4 0.23 －0.2±2.4 －0.2±1.5 0.97 0±1.8 －0.8±1.5 0.15
通常歩行速度

（m/分)
5.9±12.7 －0.4±6.7 0.09 0.2±4.8 3.8±12.0 0.57 3.2±11.4 1.8±8.6 0.95

通常歩行歩幅（cm) 2.2±4.5 0.8±5.5 0.41 1.8±5.5 1.3±4.9 0.88 0.8±4.3 2.8±6.2 0.23
最大歩行速度

（m/分)
3.6±10.8 －3.1±9.4 0.09 －1.6±8.0 0.9±11.5 0.57 0.7±9.6 －0.9±12.4 0.78

最大歩行歩幅（cm) 2.6±4.5 3.0±5.0 0.90 4.4±4.7 2.2±4.6 0.17 2.1±4.3 4.2±5.2 0.37
開眼片足立ち時間

（秒)
－0.7±27.3 －7.2±17.5 0.21 －4.7±16.8 －3.7±25.4 0.52 －4.0±26.4 －4.0±14.2 0.27

GDS 短縮版得点 0.1±1.9 －0.2±1.7 0.48 0.7±2.4 －0.3±1.4 0.50 0.2±2.1 －0.5±1.1 0.28
MMSE 得点 －0.1±1.0 0.6±1.9 0.88 －0.1±1.1 0.4±1.7 0.87 0±1.2 0.9±1.9 0.10
語想起得点・意味 －0.2±6.5 0.6±3.8 0.66 －0.3±4.1 0.4±5.7 0.71 －0.3±5.6 1.2±4.6 0.39
語想起得点・音韻 0.4±4.1 1.1±3.6 0.38 1.5±4.6 0.5±3.4 0.56 0.9±4.1 0.6±3.3 0.86
TMT・
A 所要時間

－0.6±12.3 －3.4±10.8 0.70 －1.4±10.6 －2.3±12.0 0.89 －3.3±12.1 0.4±10.2 0.22

TMT・
B 所要時間

1.9±49.9 －1.6±38.9 0.48 －13.9±19.3 7.2±50.0 0.09 －4.9±43.6 9.3±45.9 0.60

TMT・
B－A 所要時間

2.5±48.2 1.8±43.0 0.83 －12.5±24.8 8.3±50.3 0.12 －1.5±44.3 8.9±47.3 0.76

コーピング尺度・
問題焦点型得点

0.8±2.2 －0.2±4.0 0.48 1.5±4.3 －0.2±2.6 0.09 0.8±3.2 －0.6±3.2 0.27

コーピング尺度・
情緒解決型得点

0.1±1.9 －0.4±1.7 0.31 0±1.3 －0.3±2.0 0.34 0.1±2.0 －0.8±1.2 0.15

コーピング尺度・
回避型得点

1.4±4.0 1.9±3.9 0.62 2.0±3.3 1.5±4.2 0.82 0.9±4.0 3.2±3.4 0.09

数値は，平均値±標準偏差を示す

* Mann-Whitney の U 検定

BMI：Body Mass Index（体格指数)

GDS 短縮版：Geriatric Depression Scale Short-version（老人用うつ尺度短縮版)

MMSE：Mini-Mental State Examination（簡易認知機能検査)

TMT：Trail Making Test（トレールメイキング検査)
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の向上がみられた。よって，身体機能や社会機能が

比較的高い在宅高齢者に対して，身体活動・知的活

動・グループワークを合わせたプログラムを行うこ

とが認知機能の向上に有効であることが示された。

しかし，本教室で取り入れた身体活動ならびに知的

活動は，その実施頻度が対象者の自主性に委ねられ

ており，教室参加者の間で活動に偏りが存在したと

考えられる。在宅高齢者を対象としたより効果的な

教室には，各参加者の目標設定が課題として考えら

れた。

本教室における身体活動ならびに知的活動と各測

定項目との関連性を分析するにあたり，Dress を使

用しなかった A 地域16人を除外した37人を対象と

した。除外した対象者と分析対象者を比較したとこ

ろ，教室開始前の最終学歴，最大歩行歩幅，開眼片

足立ち時間において有意差がみられたが，その他の

全ての測定項目に有意差はみられなかった。したが

って，A 地域と分析対象者との間に大きな特性の差

はないと考えられたので，A 地域を除く37人を対象

として，本教室における身体活動ならびに知的活動

の増加についてそれぞれの効果を分析した。身体活

動の増加が多かった群は少なかった群に比べ，通常

歩行速度，最大歩行速度の変化量が大きく，これら

の間には独立した関連性がみられた。最大歩行速度

の変化量は繰り返し測定による影響が考えられる

が，通常歩行速度の変化量との間にも独立した関連

性がみられたことから，身体活動の増加と身体機能

の変化との間には独立した関連性があることが示唆
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表５ 各測定項目の変化量を従属変数，身体活動ならびに知的活動の増加の多寡を独立変数とする重回帰分析

独 立 変 数

*モデル 1 **モデル 2 **モデル 3

従属変数

身体活動（n＝37)
1 日平均歩数の増加

（≧900, ＜900歩)

知的活動（n＝37)
携帯カメラ撮影枚数

（≧20, ＜20枚)

知的活動（n＝37)
Dress 投稿枚数

（＞0, 0 枚)

教室前後の変化量
（教室後－教室前)

標準化
係数 B P 値

モデル全体の
重相関係数 R

標準化
係数 B P 値

モデル全体の
重相関係数 R

標準化
係数 B P 値

モデル全体の
重相関係数 R

体重（kg) 0.21 0.30 0.33 －0.50 0.01 0.54 0.31 0.10 0.42
BMI（kg/m2) 0.09 0.67 0.14 －0.43 0.03 0.49 0.26 0.17 0.39
通常歩行速度（m/分) 0.40 0.03 0.56 0.02 0.94 0.44 0.12 0.51 0.46
最大歩行速度（m/分) 0.45 0.02 0.49 －0.03 0.87 0.30 0.12 0.53 0.32
MMSE 得点 －0.10 0.35 0.85 －0.08 0.51 0.85 －0.06 0.57 0.85
TMT・B 所要時間 0.10 0.61 0.40 －0.36 0.04 0.50 －0.11 0.57 0.42
コーピング尺度・
問題焦点型得点

0.10 0.43 0.77 －0.05 0.72 0.77 0.10 0.45 0.77

コーピング尺度・
回避型得点

－0.13 0.46 0.56 0.07 0.66 0.61 －0.29 0.04 0.66

数値は，従属変数に対する独立変数の値を示す

* モデル 1 は身体活動の他，性，年齢，共通罹患の有無，教室開始前の従属変数の測定値を投入したもの

** モデル 2, 3 は知的活動の他，性，年齢，最終学歴，共通罹患の有無，携帯電話使用経験の有無，教室開始前の従

属変数の測定値を投入したもの

BMI：Body Mass Index（体格指数)

MMSE：Mini-Mental State Examination（簡易認知機能検査)

TMT：Trail Making Test（トレールメイキング検査)
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された。また，本研究では身体活動の増加の多寡と

認知機能の変化量との間には関連がみられなかっ

た。先行研究によると，6 か月の歩行運動により在

宅高齢者の前頭葉機能テストの結果が改善したとい

う報告11)や，6 か月の歩行運動を主体とした身体活

動プログラムにより記憶の低下がみられる成人の認

知機能テストの結果が改善したと報告12)されてい

る。動物実験でも長期間運動が高次脳機能の向上に

有用であるという報告30)がみられ，身体活動により

脳血管機能や脳の灌流が変化し認知機能が改善する

と考えられているが，本研究での 7 週間という比較

的短期間での身体活動の増加は認知機能の変化には

寄与しなかった。高齢者に対する 3 か月の身体調整

プログラムでは認知機能テストに変化がみられない

と報告31)されていることから，身体活動の増加が認

知機能に影響を及ぼすには 6 か月程度の長期間の介

入が必要であることが考えられる。

知的活動の指標とした携帯カメラ撮影枚数が多か

った群は少なかった群に比べ，体重，BMI, TMT
課題 B 所要時間，コーピング尺度（問題焦点型得

点）の変化量が大きく，携帯カメラ撮影枚数の多寡

と体重，BMI, TMT 課題 B 所要時間の変化量との

間には独立した関連性がみられた。一方で，TMT

課題 B 所要時間が調査の慣れによる影響を受けや

すい項目であったことから，本研究結果は繰り返し

測定による影響が考えられた。先行研究によると，

在宅高齢者に記憶・推論・処理速度といった認知ト

レーニングを約 6 週間行ったところ，それぞれの認

知機能が改善したという報告13,14)や，認知機能の低

下がみられる高齢者に12週間の認知リハビリテーシ

ョンを行ったところ，記憶などの認知機能が向上し

たという報告32)がみられる。本教室における携帯カ

メラ撮影の遂行には，適切な被写体を捜索し，操作

手順を覚え，比較的小さいボタンを操作する必要が

あったと思われる。こうした経験を通じて，より多

くの携帯カメラ撮影による知的活動を行ったもの

は，前頭葉認知機能を反映する TMT 課題が改善し

たと考えられた。知的活動の増加による認知機能の

向上は十分に考えられることから，本研究結果は繰

り返し測定による影響だけでなく，携帯電話を用い

た知的活動が神経ネットワークの強化といった認知

機能の変化に寄与したことが示唆された。

もう一方の知的活動の指標とした Dress 投稿枚数

が少なかった群は多かった群に比べ，コーピング尺

度（回避型得点）の変化量が大きく，Dress 投稿枚

数を指標とした知的活動の多寡とコーピング尺度
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（回避型得点）の変化量との間には独立した関連性

がみられた。Dress への投稿には，複数の操作手順

を覚えて遂行する必要があり，対象者が Dress を投

稿する際に直面したと考えられる問題を分析し解決

するといった経験が，コーピング尺度といった認知

症の不安への対処行動に影響し，ストレス反応を調

整的に緩和したものと考えられる。問題回避などの

消極的コーピングを用いる傾向は不安や抑うつの程

度を高めるという報告29)がみられることから，複雑

な操作を必要とする知的活動が，ストレス状況にお

ける心理的な機能の維持に寄与することが示唆され

た。本教室における携帯カメラ撮影と Dress 投稿の

それぞれの活動を通じて異なった効果がみられたこ

とにより，知的活動の内容によって期待できる効果

が異なることが明らかになった。知的活動の内容と

してチェスや音楽，碁などの効果を検討した報告33)

がみられるが，その効果は未だ不明な点が多く，在

宅高齢者に対して最も効果的な知的活動の内容の検

討が急がれる。

本研究の特徴は，第 1 に地域在宅高齢者を対象と

して認知機能の改善を図り，認知症予防を試みた点

である。本研究は健常高齢者を対象として身体活動

ならびに知的活動の増進と認知機能の変化との関連

について検討を行った本邦初めての報告であり，地

域高齢者の認知症予防を考える上で重要な知見であ

る。第 2 に，身体活動ならびに知的活動と認知機能

との関連を分析するにあたって，身体活動と知的活

動の両方の要素を持った教室を実施することによ

り，それぞれの活動別に効果を分析できた点であ

る。第 3 に，観察期間を設けたことで，繰り返し測

定による影響を受けやすい調査項目が明らかにな

り，その影響を考慮した身体活動ならびに知的活動

の効果を分析できた点である。

一方，本研究の限界は，第 1 に身体活動と知的活

動を同一群のみで行っている点である。したがっ

て，本研究では事前調査を行うことにより繰り返し

測定の影響や，統計を用いた交絡要因の調整による

活動の独立した効果を検討したものの，対照群と比

較することができず活動単独の効果をみることがで

きなかった。また，身体活動ならびに知的活動の交

互作用が認知機能にどの程度影響しているのか把握

することができなかった。第 2 に，解析対象者が37
人と少なかった点である。したがって，本研究では

身体活動ならびに知的活動の増加による影響を分析

する際は，それぞれの活動を増加の多寡として 2 群

間（多かった群・少なかった群）で分析を行った。

第 3 に，携帯カメラ撮影枚数や Dress 投稿枚数のみ

を知的活動の指標として評価した点である。対象者

には教室前後で同じ生活様式を継続してもらったも

のの，本教室で行った知的活動やグループワーク以

外にも日常生活の中では様々な知的活動を行ってい

る。本教室の結果でみられた語想起得点（音韻）の

向上は，身体活動ならびに知的活動の増加以外の効

果であることが考えられたことから，今後それぞれ

の活動を単独で行う群や対照群を設定した RCT
(Randomized controlled trial study）デザインによ

る研究を行う必要があると考えられる。第 4 に，本

研究は東京都杉並区における教室の参加者を対象と

したため，高学歴社会階層という選択バイアスが考

えられた。一般高齢者においても，本教室での活動

内容により同一の結果が得られるかを検討する必要

があろう。

以上の限界を考慮しても，本研究によって，地域

在宅高齢者に対して認知機能の改善を目的とした活

動を行う場合，その内容は身体活動の増加のみに重

点を置くのではなく，本教室で一例として用いた携

帯カメラの使用といった知的活動を賦活するような

内容も重視する必要性が示唆されたといえる。

Ⅴ 結 語

本研究は，比較的健常な地域在宅高齢者を対象と

した 7 週間の認知症予防教室で得られたデータをも

とに，身体活動ならびに知的活動の増加が高齢者の

認知機能の変化に及ぼす影響を分析した。その結

果，身体活動の増加は認知機能の変化には寄与しな

かった一方で，知的活動の増加は認知機能ならびに

心理的機能の変化に寄与することが示唆された。地

域在宅高齢者の認知機能の改善を目的とした健康教

室においては，身体活動の増加のみでなく，知的活

動の賦活にも力点を置いた内容が効果的であると考

えられる。

本研究の実施に際し，多大なるご協力をいただいた

「歩く！好奇心教室」参加者の皆様および杉並区役所保健

福祉部介護予防課の皆様，地域包括支援センターの皆

様，杉並区内 4 地域の皆様に深謝致します。

（
受付 2009. 2.13
採用 2009. 7.24)
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Increased physical and intellectual activity and changes in cognitive function in
elderly dwellers: Lessons from a community-based dementia prevention trial

in Suginami Ward, Tokyo

Yu TANIGUCHI*,2*, Yoko KOUSA*, Shoji SHINKAI*, Shino UEMATSU3*,
Ayako NAGASAWA3*, Masakatsu AOKI4*, Shin-yo MUTO4*, Masanobu ABE4*,

Taro FUKAYA* and Naoki WATANABE*

Key words：elderly dwellers, dementia, prevention class, physical activity, intellectual activity

Purpose This study was conducted to examine the eŠect of increased physical and/or intellectual activities on
changes in cognitive function in elderly dwellers.

Methods The subjects comprised 61 residents aged 65 or over living in Suginami Ward, Tokyo, who took
part in a community-based dementia prevention class aimed at increasing both physical and intellec-
tual activities. Physical activity was evaluated by the number of daily steps using a pedometer. In-
tellectual activity was evaluated by the number of pictures taken by a cellular phone and/or submit-
ted through an internet `̀ Dress'' system by cellular phone. These activities were classiˆed into two
groups (higher and lower activity groups) according to whether above or below the respective medi-
an value. For assessment, the subjects underwent tests of physical and cognitive functions before and
after the 7-weeks intervention.

Results Subjects with a greater increment in physical activity during the intervention period showed a
greater improvement in usual and maximal walking speed than did those with a lesser increment in
physical activity. Analysis using the general linear model demonstrated that increase in physical ac-
tivity independently correlated with improvement in physical function, but did not correlate with
cognitive function. Subjects with a greater increment in intellectual activity showed a greater im-
provement in weight, BMI and trail making test-task B. This association was independent of poten-
tial confounders. Further, those who used the `̀ Dress'' system more often showed a greater improve-
ment in stress coping tests. Analysis using a general linear model indicated that increased intellectual
activity was independently associated with changes in cognitive and mental function.

Conclusion The present ˆndings suggest that community-based dementia prevention classes should be
stressed not only for increasing physical activity but also in order to stimulate intellectual activity.
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